
 

第６款 1.71GHz 超 2.4GHz 以下の周波数の利用状況の概況 

（１） 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

北海道局管内における無線局免許等を要する電波利用システム 

 

(注 1) このうち、包括免許の無線局数は 2,467,102 局 

(注 2) このうち、包括免許の無線局数は 4,774,287 局 

(注 3) このうち、包括免許の無線局数は 0 局 

 

（２） 無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、２GHz 帯携帯無線

通信が 65.9％、次いで 1.7GHz 帯携帯無線通信が 34.0％となっており、携帯無線通信

で 99.9％を占めている（図表－北－６－１）。 

 

図表－北－６－１ 北海道局管内における無線局数の割合及び局数 

 

 

1.7GHz帯携帯無線通信 （注1）

PHS

PHS（登録局）

2GHz帯携帯無線通信 （注2）

ルーラル加入者無線 （注3）

衛星管制

実験試験局（1.71-2.4GHz）

その他（1.71-2.4GHz）

1 5,593

電波利用システム名 免許人数 無線局数

3 2,467,707

1 17

3 4,783,831

1 16

合計 13 7,257,172

0 0

4 8

0 0

*1 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。
*2 グラフ中及び表中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。
*3 グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。

その他（1.71-2.4GHz） - -

衛星管制 - -
実験試験局（1.71-2.4GHz） 0.0% 8

割合 局数
PHS 0.1% 5,593

ルーラル加入者無線 0.0% 16

PHS（登録局） 0.0% 17

2GHz帯携帯無線通信

65.9％（4,783,831局）

1.7GHz帯携帯無線通信

34.0％（2,467,707局）

その他

0.1％（5,634局）



 

各総合通信局管内における無線局数の推移については、平成 22 年度調査時と比較す

ると増加しており、人口が多い関東、近畿及び東海局管内に比べ、北海道総合通信局

管内は無線局数及び増加率とも低くなっている。 

この傾向は、800MHz 帯及び 900MHz 帯携帯無線通信が 99.6％を占める「714MHz 超

960MHz 以下」、1.5GHz 帯携帯無線通信がほぼ 100％を占める「1.4GHz 超 1.71GHz 以下」

の周波数区分と同様である（図表－北－６－２）。 

 

図表－北－６－２ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成22年度 5,999,230 9,730,120 60,551,204 4,405,486 3,305,550 16,776,606 24,618,671 8,253,422 4,469,333 14,920,609 1,265,479

平成25年度 7,257,172 11,588,780 82,004,782 5,713,369 4,009,139 20,563,381 30,527,833 10,258,752 5,442,860 18,503,268 1,652,200
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北海道総合通信局管内における電波利用システムごとの無線局数の割合をみると、

２GHz 帯無線通信が 65.9％、1.7GHz 帯携帯無線通信が 34.0％となっている（図表－北

－６－３）。 

 

図表－北－６－３ システム別の無線局数の割合（各総合通信局の比較） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1 グラフ中及び表中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。
*2 グラフ中の「その他」には以下のシステムが含まれている。
*3 表は全国の値を表示している。
*4 〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

PHS PHS（登録局）
ルーラル加入者無線 衛星管制
実験試験局（1.71-2.4GHz） その他（1.71-2.4GHz）0.0%
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-

65.3%

65.9%

64.8%

64.5%

58.5%

66.1%

68.1%

67.3%

65.9%

63.3%

64.1%

70.7%

34.5%

34.0%
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各電波利用システム別の無線局数の推移を平成 22 年度調査時と比較すると、２GHz

帯及び 1.7GHz 帯携帯無線通信が増加している（図表－北－６－４）。 

 
図表－北－６－４ 北海道局管内におけるシステム別の無線局数の推移 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

*1　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2　「その他」には下記のシステムが含まれている。

実験試験局（1.71-2.4GHz） 10 8

平    成
22年度

平    成
25年度

平    成
22年度

平    成
25年度

衛星管制 － －

当周波数帯の合

計

2GHz帯携帯無線

通信

1.7GHz帯携帯無

線通信
PHS

その他（1.71‐

2.4GHz）

ルーラル加入者

無線
PHS（登録局） その他(*2)

平成22年度 5,999,230 3,898,371 2,093,186 7,552 79 19 13 10

平成25年度 7,257,172 4,783,831 2,467,707 5,593 － 16 17 8
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（３） 無線局に係る無線設備の利用状況等についての評価 

本調査については、1.7GHz 帯携帯無線通信、PHS 及び２GHz 帯携帯無線通信の１局当

たりの 繁時の平均通信量について評価を行った。 

1.7GHz 帯携帯無線通信については、音声通信量に比べてデータ通信量が圧倒的に多

い（図表－北－６－５）。 

 

図表－北－６－５ 各総合通信局管内における 1.7GHz 帯携帯無線通信の 

繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

 

 
 

PHS については、北海道総合通信局管内の通信量が 16.8kbps となっており、携帯無

線通信と比べると非常に少ない。また、データ通信量よりも音声通信量の方が多く、

音声通信量が通信量の 78.0％を占め、携帯無線通信とは反対の傾向となっている（図

表－北－６－６）。 

 

図表－北－６－６ 各総合通信局管内における PHS の 

繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 
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全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

音声通信量 データ通信量（Kbps）

データ通信量 5370.8 4183.2 4452.4 5505.2 3972.3 4128.1 3938.6 7746.3 4092.8 3839.6 4832.0 4353.9

音声通信量 15.0 4.9 4.7 17.0 4.5 3.9 10.4 24.5 4.3 3.7 5.5 4.5

合計 5385.8 4188.0 4457.2 5522.3 3976.8 4132.0 3949.1 7770.9 4097.1 3843.3 4837.4 4358.4
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音声通信量 データ通信量（Kbps）

データ通信量 3.8 3.7 3.1 5.2 2.2 2.5 2.9 3.5 2.7 3.0 3.0 7.5

音声通信量 14.8 13.1 11.5 17.3 8.8 8.0 10.7 17.9 11.6 13.2 14.2 34.0

合計 18.6 16.8 14.6 22.5 11.0 10.4 13.6 21.4 14.3 16.2 17.2 41.5



 

２GHz 帯携帯無線通信については、1.7GHz 携帯無線通信の傾向と同様、データ通信

量が圧倒的に多い（図表－北－６－７）。 

 
図表－北－６－７ 各総合通信局管内における 2GHz 帯携帯無線通信の 

繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

 

 
 

（４） 無線局を利用する体制の整備状況についての評価 

本調査については、1.7GHz 帯及び２GHz 帯携帯無線通信、PHS 並びにルーラル加入者

無線を対象として、災害・故障時等の対策実施状況、休日・夜間における災害・故障

時等の復旧体制の整備状況、予備電源保有状況及び予備電源の 大運用可能時間につ

いて評価を行った。 

災害・故障時等の対策実施状況については、各システムとも故障対策は「全て実施」

の割合が高いが、地震対策、火災対策及び水害対策は各システムによってばらつきが

ある。1.7GHz 帯及び２GHz 帯携帯無線通信は火災対策及び水害対策が講じられていな

い状況であり、今後必要な措置が講じられることが望ましい。なお、２GHz 帯携帯無線

通信において地震対策、火災対策及び水害対策が「実施無し」の割合がそれぞれ 22.2％

となっているが、これは個人宅等に設置されるフェムトセル基地局が含まれているた

めと考えられる（図表－北－６－８）。 

 

図表－北－６－８ 北海道局管内における災害・故障時等の対策実施状況 
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1,600.0

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

音声通信量 データ通信量（Kbps）

データ通信量 1045.6 1044.9 888.0 1044.2 796.4 884.8 1019.2 1056.1 982.4 1084.0 1241.1 1504.2

音声通信量 18.8 18.2 16.0 16.5 15.8 17.4 28.3 16.2 19.9 21.8 23.9 16.0

合計 1064.4 1063.1 904.0 1060.8 812.2 902.2 1047.5 1072.3 1002.3 1105.7 1265.0 1520.2

全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し

57.1% 28.6% 14.3% 14.3% 50.0% 35.7% 14.3% 71.4% 14.3% 92.9% 7.1% 0.0%

1.7GHz帯携帯無線通信 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

PHS 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

2GHz帯携帯無線通信 33.3% 44.4% 22.2% 0.0% 77.8% 22.2% 0.0% 77.8% 22.2% 88.9% 11.1% 0.0%

ルーラル加入者無線 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2  0.05％未満については、0.0％と表示している。
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当周波数帯の合計
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休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況については、２GHz 帯携帯無

線通信を除く３つのシステムが「全て実施」100％となっており、２GHz 帯携帯無線通

信は、「一部実施」及び「実施無し」がそれぞれ 11.1％となっているが、これは個人宅

等に設置されるフェムトセル基地局が含まれているためと考えられる（図表－北－６

－９）。 

 
図表－北－６－９ 北海道局管内における休日・夜間における 

災害・故障時等の復旧体制整備状況 
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1.7GHz帯携帯無線通信
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全て 一部 無し

* 【災害・故障時等の対策実施状況】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を

母数としたデータとしている。



 

予備電源保有状況については、ルーラル加入者無線は全て保有しているが、1.7GHz

帯及び２GHz 帯携帯無線通信では予備電源を保有しないシステムがそれぞれ 33.3％及

び 22.2％存在しており、今後、必要な措置が講じられることが望ましい。 

予備電源の 大運用可能時間については、ルーラル加入者無線は「24 時間以上」が

100％と高く、２GHz 帯携帯無線通信も「24 時間以上」が 28.6％を占めているが、PHS

は「６時間以上 12 時間未満」が 100％となっている（図表－北－６－１０）。 

 

図表－北－６－１０ 北海道局管内におけるシステム別予備電源保有状況 

及び予備電源の 大運用可能時間 
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1.7GHz帯携帯無線通信

ルーラル加入者無線

運用可能時間（具体的な時間）

運用可能時間（予備電源の有無）

*2 下段で〔0％〕と表示されている場合は、該当システムは存在するが全て予備電源を持っていないことを

示している。

*1  【予備電源の 大運用可能時間】は【予備電源の有無】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を

母数とし、その内訳を表示している。



 

（５） 他の電気通信手段への代替可能性についての評価 

本調査については、ルーラル加入者無線を対象として、他の周波数帯への移行・他

の電気通信手段への代替可能性・代替時期について評価を行った。 

他の周波数帯への移行可能性については、「検討」が 100％、他の電気通信手段への

代替可能性については、「一部」が 100％を占めている。また、他の電気通信手段へ代

替時期については、「今後検討」が 100％となっており、全般的に代替することが困難

であることを示している（図表－北－６－１１～１３）。 

代替が困難である理由としては、「代替可能なサービスが提供されていないため」、

「地理的に制約があるため」及び「経済的な理由のため」が 100％となっている（図表

－北－６－１４）。 

 

図表－北－６－１１ 北海道局管内における他の周波数帯への移行可能性 

 

 
 

図表－北－６－１２ 北海道局管内における他の電気通信手段への代替可能性 

 

 
 

図表－北－６－１３ 北海道局管内における他の電気通信手段への代替時期 

 

 
 

 

 

 

 

 

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ルーラル加入者無線

全て 一部 検討

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ルーラル加入者無線

全て 一部 困難

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ルーラル加入者無線

1年以内 1年超 3年以内 3年超 5年以内 今後検討



 

図表－北－６－１４ 北海道局管内における他の電気通信手段への代替が困難な理由 

 

 
 

（６） 総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

① 1.7GHz 帯携帯無線通信 

1.7GHz 帯携帯無線通信については、同周波数帯を使用する他システムとの干渉検

討を行った結果、更に 10MHz 幅（1744.9-1749.9MHz/1839.9-1844.9MHz）を確保で

きることとなったことから、増大する携帯電話用周波数の需要に対応するため、平

成 24 年 12 月に制度整備を行い、携帯無線通信の周波数拡大を行ったところである

（図表－北－６－１５）。 

また、東名阪地域での使用に限定されている周波数帯（1764.9-1784.9MHz／

1859.9-1879.9MHz）については、東名阪地域以外での使用が可能となることが期待

される。 

 

図表－北－６－１５ 1.7GHz 帯携帯無線通信の周波数拡大 

 

② ２GHz 帯を用いた移動衛星通信システム 

２GHz 帯（1980-2010MHz/2170-2200MHz）を用いた移動衛星通信システムの在り方

について、情報通信審議会において提案募集等を行っている。提案があったシステ

ムのうち、準天頂衛星システムは、閣議決定に基づき、準天頂衛星システム（大規

模災害時等におけるメッセージ通信）に係る技術的条件を策定し、衛星・地上共用

通信システム等その他の提案システムについては、準天頂システムの技術的条件等

を踏まえた上で検討を行うこととされており、今後の利用が期待される。 

③ ２GHz 帯 TDD システム 

２GHz 帯 TDD システム（2010-2025MHz 帯）については、同周波数帯を使用する予

定であったアイピーモバイル株式会社が平成 19年 10月に特定基地局の開設計画の

認定返上を申し出て、同年 12 月に認定の取消しが行われた。 

その後も、同周波数帯における特定基地局の開設計画の申請募集を行ったが申請

がなかったことから、現在に至っても保留バンドとされている。今後のニーズを踏

まえつつ、同周波数帯の有効利用が図られることが期待される。 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

0.0% 0 100.0% 1 100.0% 1 0.0% 0 100.0% 1 0.0% 0

ルーラル加入者無線 0.0% 0 100.0% 1 100.0% 1 0.0% 0 100.0% 1 0.0% 0

*1  【他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替可能性】で〔一部〕又は〔困難〕を選択したシステム数を母数としたデータとしている。

*2  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*3  0.05％未満については、0.0％と表示している。

*4　当設問は複数回答を可としている。

代替可能なサービス
（有線系を含む）が

提供されていないため
その他

当周波数帯の合計

非常災害時等に
おける信頼性が

確保できないため
経済的な理由のため

地理的に制約が
あるため

必要な回線品質が
得られないため



 

④ PHS 

PHS については、２GHz 帯携帯無線通信の需要増を踏まえ、平成 24 年５月 31 日

までを使用期限とされた 1915.7-1919.6MHz 帯の周波数については、同日までに停

波し、２GHz 帯携帯無線通信用の周波数の拡大（５MHz×２）が図られた（図表－北

－６－１６）。 

 

図表－北－６－１６ PHS 用周波数の移行 

 

 

（７） 総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、1.7GHz 及び２GHz 帯携

帯無線通信を中心に多数の無線局により稠密に利用されており、おおむね適切に利用

されていると言える。 

1.7GHz 帯携帯無線通信については、東名阪地域に限定されている周波数帯域

（1764.9-1784.9MHz/1859.9-1879.9MHz）について、周波数等の拡大に向けて制度整備

の検討を行うことが望ましい。 

ルーラル加入者無線については、有線の敷設が困難な地域において使用されている

システムであり、他の電気通信手段への代替は極めて困難であるため、引き続き一定

の需要はあるものの、今後大きく需要が増加する可能性は低いと考えられるため、周

波数有効利用を図る観点から、ルーラル加入者系無線の使用周波数帯の縮減を図ると

ともに、当該周波数帯における他の無線システムの利用可能性について検討を行うこ

とが望ましい。 

２GHz 帯（1980-2010MHz/2170-2200MHz）を用いた移動衛星通信システムについては、

引き続き情報通信審議会において技術的な実現可能性を含めた詳細な検討を重ね、周

波数の有効利用に資するシステムの導入を図ることが望ましい。 

 


